
堀越事件無罪判決に関する声明 

 

１ 東京高等裁判所第５刑事部（中山隆夫裁判長）は、２９日、元社会保険事務所職員の堀越明男

氏に対する国家公務員法違反（政治的行為の禁止）事件について、罰金１０万円、執行猶予２年

とした一審判決を破棄し、無罪判決を言い渡した。 

２ 判決は、堀越氏の職務内容とその裁量の余地のないこと、管理職でないこと、行為の態様など

を詳細に認定したうえ、勤務時間外に職場から離れた自宅付近で、職務と関係なく行った政党機

関紙号外の配布は「公務の中立的運営とこれに対する国民の信頼」を害する抽象的危険すらない

ものであり、こうした行為を罰することは憲法２１条と３１条に違反すると判断し、この行為は

罪にならないとした。 

この判断は憲法の基本原則と国際法に従った積極的で妥当な判断である。 

またこれは、「当該公務員の管理職・非管理職の別、現業・非現業の別、裁量権の範囲の広狭

などは・・・・法の目的を阻害する点に差異をもたらすものではない」と広く公務員の政治的行

為を刑罰をもって禁止することを正当化した猿払事件最高裁判決の判断を、実質的に否定したも

のと評価される。 

３ この裁判では、憲法、刑法、国際法をはじめ各界の法学者が学会の最新の豊かな知見を裁判所

で明らかにした点が特筆されるが、判決はこれに応えたものである。 

４ 今日、政治的なビラ配布に対する不当な弾圧がくり返されてきた中で、今回の判決が、表現の

自由と政治活動の自由の大きな意義を確認し、その上に立って、日本での公務員の政治活動の禁

止が諸外国に比べ著しく広範なものになっていることをふまえ、刑事罰の対象とすることの当否

と範囲について、再検討し整理するべき時代が到来しているとしたことは、公務員の政治的自由

にとどまらず、ひろく国民一般の表現の自由と日本の民主主義にとって、画期的な意味を持つ。 

５ こうした判決の結論は、日夜を問わず長期にわたり執拗に堀越氏を尾行し、ビデオ撮影をくり

返し、そのプライバシーを蹂躙した公安警察の暗躍を許されないものとするものである。 

６ 自由法曹団は、この間、国民の自由と日本の民主主義の未来にかかわる問題として、ビラ配布

の権利と公務員の政治活動の自由を守り、拡大する課題に力をつくしてきた。私たちは、今回の

判決をふまえ、広範な人々とともに、表現の自由と政治活動の権利を擁護し強めるために、いっ

そう奮闘する決意である。 

                        ２０１０年３月３０日 

                        自 由 法 曹 団 

                        団 長  菊  池   紘 


